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私費外国人留学生入国制限の緩和と教育基盤の維持支援

についてのお願い

現 状

世界的脅威である新型コロナウイルス感染症が外国人留学生を抱える教育機

関に与える影響は甚大であります。昨年からの断続的な入国制限により、高等教

育進学の前段である日本語学校は、運営状態が逼迫してきており、存亡の危機に

さらされています。また、高等教育機関（大学、専門学校等）への令和 4年度・
令和 5年度入学者も厳しい状況が予測されております。
高等教育機関における留学生の減少は、将来の高度な外国人労働者の減少に

直結する事態であり、早急な支援が急務であります。

終息が見通せない現状で、慎重なご判断が必要であることは理解しておりま

す。現在、国費留学生に限り段階的に入国規制が緩和されてきておりますが、私

費留学生には依然として門戸が閉ざされたままです。母国で待機している学生

の入国制限の早期緩和についても是非ご検討いただけますよう、よろしくお願

いいたします。

要 望

１．私費外国人留学生入国制限の緩和

万全の防疫措置を講じながら、学生が日本留学の希望を達成されますように

早急な入国制限の緩和をお願いいたします。

（１）新たな対応

入国時のワクチン接種証明の提示

新規入国外国人留学生へのワクチン接種支援

（２）従来の防疫措置の徹底

PCR検査の徹底（搭乗前・到着後）
入国後一定期間隔離の徹底（7日から 14日）
ワクチン接種の徹底（教職員、在校生）

２．教育基盤維持のための緊急の支援

  日本語学校・高等教育機関（大学、専門学校等）の教育基盤を守るため、緊

急支援をお願いいたします。


